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要旨 

オフィス環境において省エネルギー・節電を促進する方法には、設備・管理面での

調整や設備投資だけでなく、比較的費用をかけず且つ誰でも行えるものがある。その

ような省エネ・節電推進策をより効果的に行うために、行動経済学に基づいた行動変

容方策である「ナッジ」を適用することができる。従業員へのナッジについて、学術

的な研究と実務的な応用の動向を整理した結果、特に学術的な研究についてはあまり

多くなされていないことがわかった。オフィス環境の特徴を踏まえた上で、適切な行

動変容策を設計し、効果検証していく必要がある。  
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1 .  はじめに  

 2011 年に起こった東日本大震災後の電力供給力不足に伴って要請された電力需要

削減を契機として，省エネ・節電対策の必要性が改めて認識されるようになった．中

でも事業者に関しては，この機会に設備・管理面だけでなく従業員が実際に働く場で

あるオフィスにおいても，コストである光熱費の見直し・削減をしようとする動きが

見受けられた．家庭の電力消費削減の手段としての「ナッジ（直感への訴えかけを狙

う行動変容方策）」については筆者らも検討してきたものの（小松・西尾 2014，西

尾 2014），オフィス環境への応用はあまり検討されていないのが現状である．そこ

で本稿では，行動経済学に基づいた行動変容方策である「ナッジ」に着目し、オフィ

ス環境の省エネ・節電策としての研究・応用事例のレビューを通じて、その貢献可能

性や検討課題について考察する．  
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2 .  行動変容方策としてのナッジ  

 "nudge "は，「注意や合図のために人の横腹を特にひじでやさしく押したり，軽く

突いたりする」という意味の単語である．行動経済学上の説明は，Tha le r と

Suns ta in の著書 "N udge :  Improving  D ec i s ions  A bou t  H ea l th ,  Wea l th ,  and  

Happ ines s "（和訳版「実践  行動経済学」（セイラー・サンスティーン 2009））に由

来している．同著では，「選択を禁じることも，経済的なインセンティブを大きく変

えることもなく，人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆ

る要素」と定義している．選択アーキテクチャーとは人々の意思決定をする際に用い

る制度や仕組み，仕掛けのことであり，その設計が中立的になることはなく多かれ少

なかれ人々の意思決定に影響を与える．また、ナッジの重要な特徴として「よりよい

生活を送ることができるような選択を促す」という公共的な目的を重視する．  

 本稿が取り扱うテーマである省エネ・節電策は，環境配慮ならびにエネルギー需要

の減少を目的に行われる故に公共性が高い．  

  

3 .  オフィス環境におけるオモテの省エネ・節電促進策とナッジの役割  

 オフィス環境における省エネ・節電策は大きく 2 種類にわけられる．空調の設定温

度変更など従業員によって行われるものと，蒸気ボイラー圧力の調整など設備・管理

面で行われるものである（以下簡単のため前者を「オモテの省エネ」，後者を「ウラ

の省エネ」と呼ぶ；パナソニック 2012）．効果の大きさからは，専門家による運用

チューニングといったウラの省エネ対策が重要である（木村 2013）。一方で，誰で

もできる・比較的費用が少なくて済むといった利点からオモテの省エネも検討に値す

る．  

 効果的なオモテの省エネ・節電策について考察する際に，オフィス環境の特徴を把

握しておくことは重要だろう．そこで，個人や家庭とオフィス環境を比較（表 1）し

て，考慮しなければならないオフィスの特徴について述べる．  

 まず，オフィスは家庭に比べて，省エネ・節電策を行った際の全体経費に対する影

響比率が小さい．家計の消費支出のうち水道光熱費の占める割合は 10%前後である

（財務省 2013）のに対し，中小企業において営業費用のうち水道光熱費の占める割

合は飲食・宿泊業を除くと 1%未満に過ぎない（中小企業庁 2008）．そのような条件

のもとで省エネ・節電策が行われるためには，その導入・実行にかかる費用（金銭的

費用や手間・労力など）が少ないことや，費用対効果が高いことが必要である．  

 次に，オフィスにおけるオモテの省エネでは，省エネ・節電策を実行するアクター

とそれによる便益を受けるアクターが異なるという，スプリット・インセンティブ問



題がある．経営者はともかくとして，従業員にとって積極的に省エネ・節電を行うイ

ンセンティブがない．そのため，省エネ・節電策の実行に必要な労力を極限まで減ら

すことや，それなりに工夫されたインセンティブを設計する必要がある．  

このような特徴を考慮すると，オモテの省エネのアプローチとして，さりげなくナ

ッジすることで従業員のエネルギー利用を効率化することが可能かどうか検討を深め

ていくことは有益と考えられる．   

 

表 1．オフィス環境における省エネ・節電対策の特徴  

 家庭・個人  オフィス  

期待できる  

相対的便益  

高  

（消費支出のうち水道光熱費
が占める割合は 10 %前後）  

低  

（営業費用のうち水道光熱費が
占める割合は 1 %未満）  

直接的に  

便益を享受する
アクター  

世帯主  

（家族構成員全員で意思決定
をする場合もある）  

経営者や総務部長など  

削減行動をする  

アクター  

家族構成員（少数）  エネルギー管理担当者（少数）  

＝ウラの省エネ  

従業員（多数）  

＝オモテの省エネ  

 

4 .  オフィス環境の省エネ・節電対策へのナッジの応用例  

 Tha le r らは良い選択アーキテクチャーの基本原則として「デフォルト」「エラーの

予期」「フィードバック」「マッピング」「複雑な選択の体系化」「インセンティブ」

の 6 つを提唱した．そこで本章では，オフィス環境で用いられているナッジをこの 6

原則に従って分類・紹介することを試みる．  

4 .1 デフォルト  

 与えられた選択にデフォルト・オプションがあると，大勢の人がその選択肢を選ぶ．

それを利用して，省エネ・節電が促進されるように既存のデフォルトを変更または新

たにデフォルトを設定している例がいくつかある．  

 海外のオフィスで行われた研究（B rown ら 2013）では，自動温度調節装置のデフ

ォルトが従業員によって行われる温度設定にもたらす影響について実証している．結

果として，温度設定はデフォルトの温度に応じて変化すること，具体的には暖房利用

時期にデフォルトの温度を 1  ℃下げると従業員による設定温度は平均で 0 .38  ℃下が

ることが観察された．しかし一方で，デフォルトの温度と従業員が快適に感じる温度

に乖離がある場合には逆効果を示すことも指摘している．空調温度という点では，従

業員に変更されがちな空調の設定温度を，一定時間経過後に自動でデフォルトの温度



に復帰させる機能を備えたリモコンもある d．他方で，従業員が手動で温度管理をす

るほうが，作業効率が低下しないという指摘もある（高橋ら 2013）．これらが示唆

するように，空調温度の選択や評価は，完全合理的な判断によって決まるのではなく，

設計次第で変わりうる．  

 デフォルトが応用できるのは空調だけではない．照明における省エネ・節電策の例

として，オフィスにおける昼休みや就業時間後の一斉消灯が挙げられる．オフィスで

は，退社する社員が気付いた際に消灯するという，言わばオプトアウト（オフ）方式

が一般的である．それに対し一斉消灯は，必要な者だけが照明を付けるオプトイン

（オン）方式を取ることで，誰も利用していないにも関わらず照明が付けっぱなしに

されることを防ぐ．  

タスク・アンビエント照明もオプトイン方式の有効活用例に当たる．タスク・アン

ビエント照明とは，タスク（作業箇所≒卓上）とアンビエント（空間≒天井）の照明

設備を併用する方式である．工学的な主要意義は，卓上照明により作業対象を近接か

ら照らすことで，同じ机上照度を確保するためのエネルギー量を削減することである．

行動科学的な解釈を加えると，天井照明の明るさを低めにデフォルト設定し，卓上照

明の利用はオプトインに委ねる点で，利用頻度を抑える方向に寄与するものとも考え

られる．  

震災後は日本の照明が明るすぎるという指摘もされるようになったが，将来的に照

度設計が見直されれば，デフォルトの影響を受ける形で照明用エネルギー消費は減る

ものと考えられる．  

4 .2 エラーの予期  

 利用者が間違えることを予期した設計を行うことで，利用者のミスによるエネルギ

ー・電力の無駄遣いを防ぐことができる．オフィスでは，パソコンやプリンタを始め

とする OA 機器の消し忘れを防止するための自動電源オフ機能や節電モードへの自動

切り替え機能が，エラーの予期にあたるだろう．また，個別の機器だけでなく複数の

機器の電源消し忘れを予防できる装置として連動タップがある．例えば，パソコン本

体の O FF に合わせて，その周辺機器の電源も一度に制御することができる．また，

廊下やトイレなどの照明消し忘れを想定して，人感センサーにより点灯・消灯を自動

制御することもある．  

4 .3 フィードバック  
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 利用者に対し電力消費量を効果的な方法で伝えることで，省エネ・節電行動を促進

することを狙う．ここ最近オフィスビルへの導入が進められている電力消費の見える

化では，各オフィスや各部署が消費した電力を視覚的にわかりやすい情報として把握

することができる．見える化の効果や見える化を行うにあたって入れるべき報やその

インターフェイスのあり方については多くの研究がなされている．  J a in ら（2012）

によると、エネルギー消費量の削減効果が見られた人はそうでない人に比べ、平均 3

倍もフィードバック機能を利用している。利用頻度と省エネ効果の因果関係について

はここでは述べられていないが、もし因果関係があるならば、利用頻度を高めるため

のデザインや設置場所についても考える意味がありそうだ。Frans ら（1996）は，フ

ィードバックを与える際に他集団との比較が省エネ効果に与える影響について研究し

ている。一方の部署の従業員にはその部署のエネルギー消費量の情報のみを与え、も

う一方の部署にはそれに加え他部署のエネルギー消費量の情報も併せて与えた。その

結果、後者のほうが省エネ行動が促進され、且つその効果が継続した。周囲比較を重

視したフィードバックとしては、米国 Opower 社の家庭用エネルギーレポートが知ら

れているが、中小事業所向けにも検討がされている（Opower2014）。一般に、フィ

ードバック効果は時間が経つにつれて逓減する恐れがあるため、それを防止できるよ

うな解決策も求められる。  

4 .4 マッピング  

 選択とその結果の対応関係をわかりやすく示すこ

とを，マッピングと呼ぶ．対応関係を明らかにする

ことで，省エネ・節電という目的に対して合理的な

選択肢を選ぶ従業員を増やすことができる．  

 その方法の 1 つが，数値情報をより使用実態に

即した単位に置き換え，選択肢に関する情報を理

解しやすくすることである．トイレの便座の蓋閉めを呼び掛けるために用いられたシ

ール（図１；キヤノンマーケティングジャパン総務部品川総務課 2011）では，便座

の蓋閉めが省エネに繋がることだけでなく，全社で蓋閉めが行われた場合に削減でき

るコストを円単位で表記することでその効果をわかりやすく示している．  

 照明や空調，換気のスイッチやコントローラーが，適切に使いされていないことが

多い（大井 2012）．照明などの共用設備に貼付されたラベルを収集した事例分析で

は，製品や設備のユーザビリティに往々にして問題があることを指摘されている

（Pr i ton i  e t  a l .  2012）．照明区画とスイッチの対応関係がよくわからないがために，

こまめな ON・O FF がなされていない場合には，テプラ等で対応関係をわかりやすく

図１．トイレ便座の蓋閉め呼び掛けシール  



提示することが重要だろう．換気を例にすると，冷房をしている時には，必要以上の

換気をしないことや，自然換気ではなく再熱換気モードを用いることが望ましい．換

気の場合はとっつきにくさも加わるだけに，効率的でない状態が放置されることもあ

り，適切な使用方法をテプラ等でひとこと補足することも考えられる．   

4 .5 複雑な選択の体系化  

 利用可能な選択肢の数が多過ぎると，適切な選択行動がなされない（アイエンガー

2010）．利用者の状況に合わせて適切な選択肢を絞り込んで，考える労力（探索コス

ト）を軽減し，情報提供の効果を高めなければならない．  

 従業員がオフィスで行える省エネ・節電行動の選択肢は多くある．震災後の電力需

給対策の一環で，政府は取りうる対策と効果を例示した「節電行動計画」のサンプル

を作成した（資源エネルギー庁 2011）．店舗・オフィス向け省エネ支援サービスと

して，エネルギー需要の目標値を超過すると予測した場合に，状況に応じた適切な省

エネ行動アドバイスを端末に表示するものがある（日立コンシューマエレクトロニク

ス 2012）．平常時と需給逼迫時の対策例を提示し，予め実施する対策を明確にして

おくことを推奨する不動産運営・管理会社もある（ザイマックス 2014）．  

 省エネ・節電行動全体だけでなく 1 つの機器を利用する上でも複数の利用可能な選

択肢から選択を行わなければならない場合がある．例えば，空調の温度設定は 1℃刻

みに設定することが可能であるし，空調機の運転時間，照明の点灯時間については稼

働開始時刻と稼働させる時間の長さの 2 点で様々な選択肢がある．自社ビルにおける

運用面の省エネ取り組みで 3 年間に 4 ,400 万円ものコストダウンに成功した事例では，

空調の温度設定や外部照明点灯時間について，時期や機器の設置場所の状況に合わせ

て適切な温度や時間を判断したものを表にして視覚化している（キヤノンマーケティ

ングジャパン総務部品川総務課 2011）．このように選択する際に目安となる情報が

あれば，従業員が省エネ・節電行動を行う際にかかるコストは大きく削減される．こ

の事例は食堂やエントランスなど総務課が管轄している範囲で行われているものであ

るが，実際に従業員が働く場にも応用可能だろう．  

4 .6 インセンティブ  

 従業員に対し、適切なインセンティブを与えることで省エネ・節電を促すことを期

待する。オフィスビルの実証実験（三菱地所 2014）では、従業員に金銭的インセン

ティブを付与することによって省エネ行動への協力度合いは増したが、電力削減効果

は小さいという結果が出ている。別の実証試験（東京都環境局・森ビル 2014）では、

テナントのデマンドレスポンス参加を促すインセンティブとして、優待サービス（ミ

ュージアム等招待券）を提供している。  



オモテの省エネによる削減額は従業員一人あたりにすると概して小さいため、提供

可能な金銭的インセンティブの原資は限られる。効果も測りにくいため、複数の従業

員に正確に分けて還元するのはさらに難しい。インセンティブとして何を用いるのが

効果的であるかや、インセンティブを付与する場合は各部署あるいは各従業員の貢献

度合いを評価する指標の検討が必要になる。  

 

5 .  考察  

 本稿では、オフィス環境における省エネ・節電促進策のうち、従業員へのナッジに

ついて調査した。  

3 章で述べたとおり、オフィス環境での取り組みの特徴として、削減効果がそれほ

ど大きくなく、また、削減したアクターに便益が直接還元されない故に従業員の関心

が低いという点が挙げられる。これを踏まえて、費用を要さず、従業員に極力負担を

かけないような省エネ・節電促進策を検討していく必要がある。  

 4 章では 6 種類のナッジについて、研究・応用事例を整理した。オフィス環境の特

徴を踏まえて考察すると、次のような指摘ができる。フィードバックについては、本

来の業務情報があふれる中で、エネルギー情報をどこまで閲覧し続けてもらえるかに

ついて、検討が必要である。インセンティブについては、原資の少なさや還元の難し

さを乗り越え、かつ、従業員の関心をひきつけるアプローチが求められる。それらと

比べると、マッピング、デフォルト、選択体系化、エラーの予期は、直感的な反応を

重視し、考える労力を求めないという特徴を有する。中には、設備投資を伴うものも

あり、それについては費用対効果を吟味する必要がある。一方で、例えばテプラ貼付

等により適切な運用を促すものや、空調温度や照度のデフォルト値の変更は、初期的

な作業・調整労力はあるものの設備投資を要せず、従業員の負担も少ない。このよう

に、オフィスとその従業員をとりまく事情を踏まえながら、検討する行動変容策を選

択していく必要がある。  

 我が国でも特に震災以降は、オフィス環境において省エネ・節電促進策の検討が増

加している。しかしながら、本稿の文献調査によれば、正確な効果検証方法として推

奨されるランダム化比較実験を行った例はあるものの（B rown ら 2013）、ほとんど

の場合、精緻な検証はなされていない。行動変容方策の適用可能性や課題を明らかに

するためにも、適切な研究計画と効果検証により、省エネ・節電効果やその費用対効

果、さらには快適性・業務効率への影響などを明らかにしていく必要がある。  
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